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日本学術会議への任命拒否問題についての意見書 

 

菅義偉首相による日本学術会議の会員６名の任命拒否は、民主主義と法治国家と

しての在り方を根本から問うものとなっている。日本学術会議は、科学が文化国家

の基礎であるという確信で、行政、産業及び国民生活に科学を反映、浸透させるこ

とを目的として、昭和２４年（１９４９年）１月、内閣総理大臣の所轄のもと、政

府から独立して職務を行う「特別の機関」として設立された。 

日本学術会議への任命拒否について「総合的・俯瞰的な活動を確保する観点から

判断」「多様性が大事だ」などの首相の答弁も、これまでの自らの発言内容を説明で

きず審議がたびたび中断されるなど、「答弁崩壊」という事態が繰り返されている。

委員会での答弁で、「以前は推薦名簿提出前に内閣府と学術会議との間で一定の調

整が行われていた」と発言。しかし、当時の会長の大西隆氏は「首相のいう『調整』

が『推薦名簿』の変更を意味するのであれば、調整した事実はない」ときっぱり反

論しており、首相の答弁がウソであることが明白になった。重大なのは「推薦前の

調整が働かず．．．任命に至らなかった」と「任命」以前の「選考・推薦」の段階で

政府が介入することを公然と宣言したことである。 

学術会議法１７条は、会員の選考・推薦は学術会議の権限としており、政府の介

入が違法であることは明白である。 

１１月６日には、人文社会系２２６の学会は、日本学術会議会員の任命拒否撤回

を求め共同声明を発表するという歴史的にも初めての動きも起きている。  

任命拒否の理由を明らかにするとともに、６名の任命拒否撤回を求め、意見書を

提出するものである。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 

 

 

令和２年１２月２２日 

 

京都府向日市議会 

 

 


